













以下のようになる。まず，地方公共財と都市規模に関する研究では，Bodkin and Conklin [7] ，
Hirsh [10] ，Hirsh [11] ，Walzer [12] など最適都市規模という観点からの一連の研究が存在
する。これら海外，特に米国では警察や消防・図書館といった個別の公共サービス毎に最適規
模を追及する研究が盛んである。それに対して，日本ではトータルとしての公共支出という観
点から最適都市規模を算出しようとする実証研究が古田 [2] ，吉村 [6] らにより行われている。
これらは個々の地方公共サービス（警察，消防など），あるいは総歳出について平均費用が最
小となる最小効率規模（minimal efficient scale）により望ましい人口規模を導こうとしたも
のである。規模の経済を計るにはすべての投入を考慮する必要があるがBradford, Malt and 




























































































































































































































































































































































































　各年度の各階層において以下の基準財政需要額 SFNi と歳出 Ei の回帰式について推定を
行った。
　　　SFNi   ＝ β0 ＋β1・Ni  ＋β2・ n15 i  ＋β3・ n65 i  ＋  β4  ・ n DP i  ＋β5・ n DID i  ＋β6  ・  Si ＋ β7・bi















































































































































































































































































































































































































































































































































　　　　　　　　ln ( Ei / Ni ) ＝δ 0 ＋ δ 1 ln Ni ＋δ2 ( ln Ni )2 ＋δ 3  Si
　そして右辺を人口  Ni で偏微分し，その値が負であるとき規模の経済が働いていると考えて


















δ 1＋2δ 2 ln Ni 
　Ni
ln Ni
ε 1＋2ε 2 ( ln Ni － ln Ni )＋ ln Si  
                 Ni
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　　　　ln ( Ei / Ni ) ＝ε 0 ＋ε 1 ln Ni ＋ε2 ( ln Ni － ln Ni )2 ＋ε 3  ln Si ＋ε 4 ln Ni  ln Si　　　　　　(1)
　以下で地方債現在高と面積も市町村の規模として考慮に入れなければならない理由を説明
する。ただし，１人当たり歳出が次の式によって表されているものとする。
bi  は１人当り地方債現在高であるから式 (2) は
と書くことが出来る。また，bi  を人口密度とすると次のように書くことも出来る。
まず式(3) を Ni について偏微分すると，
なる。ここで f N は第１要素  Ni に関する，f b は第７要素bi  に関する f の偏微分係数である。
この式は他の条件が一定で人口が限界的に１単位増加したときの１人当たり歳出の増加額を
表している。すなわち，人口のみを市町村規模と考えた場合の規模の経済に対応している。
これに対して n15 i  ,  n65 i  ,  n   DP i   , n DID i  , d i ,  bi を一定として式 (4) を  Ni で微分すると，












 i 　　　　　　　　　　　　　 
   B i　　 　　　　　　　　 ＝  f   ( Ni ,  n15 i  ,  n65 i  ,  n   DP i   , n DID i  ,  Si ,  　)　　　　　　　　　　　　　   (3)
　　 　　　　　    Ni




 i 　　　　　　　　　　　　 
 B i　　 　　　　　　　　 ＝  f   ( Ni ,  n15 i  ,  n65 i  ,  n   DP i   , n DID i  ,    　 ,   bi  )　 　　　　　　　　　　　     (4)
　　 　　　　　    Ni
  　　　　　　　　　　　　  d i
　　 　　　　　 　
 i　　 　　　　　　　　 ＝  f   ( Ni ,  n15 i  ,  n65 i  ,  n   DP i   , n DID i  ,  Si ， bi )　　　　　　　　　　　　　　　(2)
　　 　　　　　    Ni
 
　　　　　　　　　　　 　　    i　　＝ f  N － f  b ・ b i　　　　　　　　　　　　  N i  （  N i ）　　　　　　　 N i
　　　　　　　　　　d      i　　　　　　　　 　 ＝ f  N － f  S ・ S i　　　　　　　　　  dN i  （  N i ）　　　　 　　　　　　　   N i
                                               　 d i, b i　const.
　　　　　　　　　　d      i　　　　　　　　　  ＞ 　  　      i　　　　　　　　　　　　　    (5)　　　　　　　　　  dN i  （  N i ）　　　　　  　  　N i  （  N i  ）










ここで a ij は市町村 i の人口と年度j に応じて決まる値で０かⅡ.２節で得られた歳出につい
ての回帰係数である８。表４， ５， ６から任意の  i  ，j  について a i j 0 ＜０，  a 
i j 
6 ＞０， 任意の  i  ，j   















　　　　　　　　　　　d      i　　　　　　　　　  　＜ ０　　　　　　　　　　  dN i  （  N i ）　　　　　  　  
                    　                           　 d i , b i　const.

























　　　　  Ni 　　　　　　　　　　　　　　　Ni 
　 ７地方債現在高については増加しないかもしれないが，面積は必ず増加する。
　 ８例えば平成９年度の７万人未満の市の場合，a ij 0＝ －13418332, a ij 1  ＝  332, a ij 2  ＝ a ij 3  ＝  0, a ij 4 ＝  10082166, a ij 5  ＝1327677, 
  a ij 6 ＝ 7021, a ij 7＝ 1108。
　 ９a ij 6  ＞ 0,  a ij 7 7から式 (5) が成り立つ。





















　　　   dN i  （  N i ）　　　　　　　　　　　　　　　　　(Ni) 
2




























　 10例えば平成９年度の７万人未満の市の場合，c ij 0＝ －3281091,  c ij 1  ＝   149, c ij 2  ＝ 47518,   c ij 3  ＝  59877,  c ij 4＝1182652,
  c ij 5  ＝335005,  c ij 6＝ 4015, c ij 7＝ 2634。




















7＋bi 　　  (6)
　　  d N i （     Ni   ）　　　　　　　　　　　　　　　　(Ni) 
2
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Verification of Scale Economies in Municipalities
TAKEMOTO Toru, TAKAHASHI Hiromasa, SUZUKI Akihiro
   The main purpose of this paper is measuring scale economies in municipalities. In recent 
years, the central government promotes the consolidation of municipalities. This reason is 
the existence of scale economies, i. e., consolidation restore the finances of local 
governments since municipalities can provide local public goods efficiently by 
consolidation. However, it seems that scale economies pointed out in the existing papers is 
inadequate as a basis which promotes a consolidation of municipalities. Then, we define 
scale economy applicable to the argument on a consolidation of municipalities. And we 
verify with the statistical data how many municipalities scale economies work in.
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